
 (Ａ：達成率100％以上 Ｂ：達成率80％以上100％未満 Ｃ：達成率50％以上80％未満 Ｄ：達成率50％未満)

時点 時点

Ｒ２
　　　１２０人

　　（４．２％）
見込値

　　１７３人
　　　　（６％）

令和元年度末の施設入所者（2,872人）のうち令和５
年度末までに地域生活へ移行した者の数（割合）

Ｒ５
　８４人

（２．９％）
実績値 48.6% Ｄ

Ｒ２
　　　６７人
　（２．３％）

見込値
　　　４６人

　　（１．６％）
令和５年度末における令和元年度入所者数（2,872
人）からの減少数（割合）

Ｒ５
１３８人

（４．８％）
実績値 300.0% Ａ

（Ｈ28）     ３０６日 実績値 　　３１６日
令和５年度における精神病床からの退院者の退院後１
年以内の退院患者の地域での生活日数の平均

(Ｈ30) （３１７日） 実績値 － －

Ｒ２ ３，１１３人 推計値 ２，５７９人
令和５年度末の精神病床における１年以上長期入院患
者（６５歳以上）の数

Ｒ５ ３，３６０人 実績値 76.8%

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５歳未満） Ｒ２ １，２７３人 推計値     ９２０人
令和５年度末の精神病床における１年以上長期入院患
者（６５歳未満）数

Ｒ５ １，１６５人 実績値 79.0%

Ｈ３０   ５４．６％ 実績値   ６９．０％
令和５年度の精神病床における入院後３か月時点の退
院率

Ｒ５ 　５３．２％ 実績値 77.1%

Ｈ３０   ７６．８％ 実績値   ８６．０％
令和５年度の精神病床における入院後６か月時点の退
院率

Ｒ５ 　７７．０％ 実績値 89.5%

Ｈ３０   ８６．２％ 実績値   ９２．０％
令和５年度の精神病床における入院後１年時点の退院
率

Ｒ５ 　８４．１％ 実績値 91.4%

Ｒ１
　　３圏域

　（８市町村）
実績値

市町村（又は圏域）
に１か所

令和５年度末までに各市町村又は圏域に１つ以上の地
域生活支援拠点等を確保

Ｒ４
　１０圏域

（４５市町村）
実績値 100.0% Ａ

－ － － 年１回以上の検証
地域生活支援拠点の機能充実のため、年１回以上運用
状況を検証及び検討する

Ｒ５
　　５圏域

（３２市町村）
実績値 71.1% Ｃ

Ｒ１ 　　２７９人 実績値
３５５人以上

（１．２７倍）
令和５年度中に生活介護、自立訓練、就労移行支援、
就労継続支援を通じて一般就労に移行する者の数

Ｒ５
　２８７人

（１．０３倍）
実績値 80.8% Ｄ

うち　就労移行支援から一般就労への移行者数 Ｒ１ 　　１４０人 実績値
１８２人以上

（１．３０倍）
　うち就労移行支援を通じて移行する者の数 Ｒ５

　１３８人
（０．９９倍）

実績値 75.8% Ｄ

うち　就労継続支援Ａ型から一般就労への移行者数 Ｒ１ 　　１１２人 実績値
１４１人以上

（１．２６倍）
　うち就労継続支援Ａ型を通じて移行する者の数 Ｒ５

  １１２人
  （１．０倍）

実績値 79.4% Ｄ

うち　就労継続支援Ｂ型から一般就労への移行者数 Ｒ１ 　　　２５人 実績値
３１人以上

（１．２３倍以上）
　うち就労継続支援Ｂ型を通じて移行する者の数 Ｒ５

　　２７人
（１．０８倍）

実績値 87.1% Ｂ

Ｒ１ 　４２．３％ 実績値 　　７割以上
令和５年度中に就労支援事業等を通じて一般就労に移
行する者のうち就労定着支援事業を利用する者の割合

Ｒ５ 　　２０％ 実績値 28.6% Ｄ

Ｒ１ 　　　７１％ 実績値 　　７割以上
令和５年度における就労定着率が８割以上の就労定着
支援事業所の割合

Ｒ５ 　　６０％ 実績値 85.7% Ｂ

Ｒ１
　９圏域

（４３市町村）
実績値

全市町村（又は圏
域）に１か所

令和５年度末時点で児童発達支援センターを設置する
市町村（又は圏域）

Ｒ５
　１０圏域

（４５市町村）
実績値 100.0% Ａ

　障がい児の地域社会への参加・包容(インクルージョン)の推進
　・保育所等訪問支援の実施

Ｒ１ １０圏域 実績値 全市町村で実施
令和５年度末時点で保育所等訪問支援を利用できる市
町村（又は圏域）

Ｒ５
　１０圏域

（４５市町村）
実績値 100.0% Ａ

Ｒ１ なし － 有
令和５年度末までに難聴児支援のための中核的機能を
有する体制

Ｒ５ 県：構築済み － － Ａ

Ｒ１ ８圏域 実績値
市町村（又は圏域）

に１か所

令和５年度末までに主に重症心身障がい児を支援する
児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所
を確保する

Ｒ５
　　８圏域

（４２市町村）
実績値 93.3% Ｂ

Ｒ１ － 実績値
県・圏域・市町村に

１か所

令和５年度末までに保健、医療、障害福祉、保育、教
育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設け
た市町村（又は圏域）

Ｒ５ ２０市町村 実績値 44.4% Ｄ

Ｒ１ ８市町村 実績値
県・圏域・市町村に

１か所
令和５年度末までに医療的ケア児等に関するコーディ
ネーターを県及び市町村（又は圏域）に配置する

Ｒ５ １７市町村 実績値 37.8% Ｄ

Ｒ１
　１圏域

（３市町村）
実績値 市町村（又は圏域）

令和５年度末までに総合的・専門的な相談支援の実
施、地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保
する

Ｒ５
　　２圏域

  （８市町村）
実績値 17.8% Ｄ

７　障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

－ － － 　　　　年２回
県による事業者の指導監査結果を関係自治体と共有す
る体制の構築、実施結果の共有回数

Ｒ５ 年２回 実績値 100.0% Ａ

Ｒ５ 　　　　２回

Ｒ５ ５，４０９件

Ｒ５ 　　７２４件

Ｒ５ 　　８３６人

Ｒ５ 　　　９４人

Ｒ５ １，２６１人

※国の基本指針に基づき、成果目標は設定していない。
発達障がい者支援センター及び発達障がい者地域支援マネジャ―の外部機関や地域住民への研修、啓発件
数

支援プログラム等の受講者数

ペアレントメンターの人数

ピアサポートの活動への参加人数

Ｒ５

発達障がい者支援地域協議会の開催回数

発達障がい者支援センターの相談支援件数

発達障がい者支援センターの関係機関への助言件数

発達障がい者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数

　　６９６件

（２）難聴児支援のための中核的機能を有する体制の構築

熊本県障がい福祉計画（第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画）（令和３年度～令和５年度）数値目標実績一覧

（１）　地域生活移行者数

（２）　施設入所者の減少数

１　福祉施設の入所者の地域生活への移行

【成果目標】

目標達成率
目標年度の実績値

指標 指標

Ｄ

５　障がい児支援の提供体制の整備等

（１）　地域生活支援拠点等の整備と充実

【成果目標】

（３）　就労定着率８割以上の就労定着支援事業所

Ｄ

４　福祉施設から一般就労への移行等

（１）　福祉施設利用者の一般就労への移行者数

（２）　一般就労移行者に占める就労定着支援事業の利用者数

【活動指標】（活動量の目安）

【成果目標】

（１）重層的な地域支援体制の構築
　　　・児童発達支援センターの設置

（１）　障害福祉サービス等の質を向上させるための取組みに
　　　　係る体制の構築

（３）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び
　　　放課後等デイサービス事業所の確保

（４）医療的ケア児等支援のための関係機関の協議の場の設置

６　相談支援体制の充実・強化等

８　発達障がい者等に対する支援　※

【成果目標】

　　　医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置

（１）　総合的・専門的な相談支援の実施、地域の相談支援
　　　　体制の充実

【成果目標】

目標年度の活動量

【成果目標】

３　地域生活支援の充実

成果目標・活動指標

（３）精神病床における退院率　　　　　（入院後３か月時点）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（入院後６か月時点）

（２）精神病床における１年以上長期入院患者数（６５歳以上）

２　精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（入院後 １ 年時点）

（１）精神病床からの退院後１年以内の地域における平均生活日数

指標の説明

【成果目標】

策定時の現状値 目標値
（Ｒ５）

資料２


